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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項及び主要な連結子会社の名称
(1) 連結子会社の数 4社
主要な連結子会社の名称
株式会社グルプス
株式会社オルリンクス製薬
株式会社売れる越境EC社
株式会社売れるD2C業界M&A社
当連結会計年度において、株式会社グルプス、株式会社オルリンクス製薬を全株式取得により子会社化し

たため、連結の範囲に含めております。また、株式会社売れる越境EC社、株式会社売れるD2C業界M&A社
を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、株式会社グルプス、株式会社売れる越境EC社、株式会社売れるD2C業界M&A社に

おきましては連結決算日と一致しております。なお、連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のと
おりであります。

会社名 決算日

株式会社オルリンクス製薬 6月30日（注）
（注）連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
総平均法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
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(2) 減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８〜15年
工具、器具及び備品 ５〜15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア ５年

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上

しております。なお、当連結会計年度は支払済みのため、当連結会計年度末の残高はありません。
③ 株主優待引当金
株主優待制度に基づき発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① D2C(ネット通販)向けデジタルマーケティング支援事業
１ ネット広告／ランディングページ特化型クラウドサービス
a.売れるD2Cつくーる
D2C（ネット通販）事業者向けにランディングページ特化型のシステムを提供する履行義務を負って

おります。サービス提供期間にわたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて収益を認識してお
ります。
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b.売れるネット広告こんさる
D2C（ネット通販）事業者向けに販売促進や広告戦略の立案等のコンサルティングを行う履行義務を

負っております。サービス提供期間にわたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて収益を認識
しております。

c.売れるネット広告でざいん
ランディングページの企画・ディレクション・ライティング・制作を行う履行義務を負っておりま

す。顧客との契約に基づき制作物等を納品し、顧客による検収が完了した時点で履行義務が充足される
と判断して収益を認識しております。

２ マーケティング支援サービス
顧客期待の広告成果を達成するための最適な広告出稿・広告配信を行い運用するという履行義務を負っ

ております。
成果報酬型広告については、顧客との取決めに基づく広告配信成果の達成に応じて履行義務が充足され

るため、成果達成数に応じて従量的に収益を認識しております。
純広告については、広告配信が完了した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しておりま

す。

② D2C(ネット通販)事業
D2C(ネット通販)事業では、化粧品・サニタリー用品・健康食品、機能性表示食品等の販売を行ってお

ります。
これらの販売取引では、顧客との契約に基づき商品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されると

判断して収益を認識しております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項の代替的な
取扱いを適用し、出荷時から当該商品に対する支配が顧客に移転するまでの期間が通常の期間である場合
には、商品の出荷時に収益を認識しております。

なお、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず代理人取引に該当すると判断した取引については、
他の当事者が提供する役務と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認
識しております。

また、いずれにおいても取引の対価は、契約時点もしくは履行義務を充足した時点から、概ね１か月以内に
回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
のれんについては、その個別案件ごとに判断し、10年以内の合理的な年数で均等償却しております。
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会計上の見積りに関する注記
（のれんの評価）
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度（千円）

のれん 381,010

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
のれんの金額は、企業結合に関連した被取得企業又は事業の取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた

負債に配分された純額を上回る場合に、その超過額をのれんとして計上しております。
のれんに減損の兆候があると認められる場合には、のれんが帰属する事業から得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額と帳簿価額を比較することにより、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の
結果、減損損失の認識が必要と判定された場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少
額は減損損失として計上いたしますが、当連結会計年度において減損損失は認識しておりません。
当該見積りは、将来の経済状況や経営環境の変動等により仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結

会計年度の連結計算書類において、減損損失が発生する可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 94,545千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 3,000,000 450,000 − 3,450,000
(注)普通株式の発行済み株式数の増加株式数の内訳は、次のとおりであります。
有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 450,000株

２．当連結会計年度における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる株式の
種類及び数
普通株式 235,300株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、資金調達については事
業計画に照らして必要と認められる場合は、金融機関からの借入等により必要な資金を調達しております。
デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金は、ほとんどが

２か月以内の支払期日であります。営業債務は、流動性リスクを有しております。
短期借入金は主に運転資金及び期間限定（１年以内）の企業買収資金であり、長期借入金は主に企業買収

資金及び設備投資資金を目的としており、一定期間毎に定額で返済しております。
なお、当連結会計年度において、デリバティブ取引はありません。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
当社グループは、販売管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業担当者が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額に

より表わされています。
② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
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当社グループは、適時に資金計画書を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リス
クを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2024年7月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

長期借入金
（１年内返済予定を含む） 388,011 387,322 △688

長期未払金 96,000 93,448 △2,551

負債計 484,011 480,770 △3,240

（注１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」及び「未払金」については、現金及び短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 100,000
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年内返済予定を含む） − 387,322 − 387,322

長期未払金 − 93,448 − 93,448

負債計 − 480,770 − 480,770

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金
これらの時価は、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント
D2C(ネット通販)向けデジタル
マーケティング支援事業 D2C(ネット通販)事業 計

売れるD2Cつくーる 209,115 − 209,115

売れるネット広告でざいん 76,986 − 76,986

売れるネット広告こんさる 50,703 − 50,703

マーケティング支援サービス 335,414 − 335,414

その他サービス(越境EC支援) 2,332 − 2,332

D2C(ネット通販) − 82,161 82,161

顧客との契約から生じる収益 674,553 82,161 756,715

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等 4．会計方針に関する事項 （4）収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報
① 契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 17,083

契約負債（期末残高） 22,100

契約負債は、サービスの提供前に顧客から受け取った前受金に関するものであり、連結貸借対照表上、
契約負債として表示しております。なお、契約資産はありません。契約負債は、収益の認識に伴い、取り
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崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、15,270千

円です。

② 残存履行義務に分配した取引価格

当社グループは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取

引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 200円88銭
１株当たり当期純損失 97円48銭

企業結合に関する注記
（取得による企業結合）
当社は、2024年２月６日開催の取締役会において、株式会社グルプス、株式会社オルリンクス製薬の２社の

株式を取得して、完全子会社とすることを決議いたしました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、株式を
取得いたしました。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：株式会社グルプス
事業内容：WEB特化型広告代理/運用代行
資本金：5,000千円

被取得企業の名称：株式会社オルリンクス製薬
事業内容：化粧品・サニタリー用品・健康食品、機能性表示食品等のD2C事業
資本金：20,000千円

② 企業結合を行った主な理由
当社は、創業以来健康食品・化粧品業界を中心として、D2C(ネット通販)事業者向けにクラウドサービ
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ス及びマーケティング支援サービスを提供し、D2C(ネット通販)事業者が当社サービスを活用し、インタ
ーネット広告の費用対効果を改善し業績を拡大することを目的として事業を展開しております。
今後の当社成長のためには「既存サービスの強化・利便性の向上」「他業界への事業展開」及び「事業

の多角化」「ノウハウの拡充」が重要と考えており、今般、「マーケティング支援サービスの強化」「他業
界への事業展開」及び「D2C(ネット通販)事業領域参入による事業の多角化」「D2C(ネット通販)事業領
域におけるノウハウの拡充」の実現を目的として株式会社グルプス、株式会社オルリンクス製薬の全株式
を取得することといたしました。

③ 企業結合日
2024年２月６日（株式取得日）
株式会社グルプス：2024年１月31日（みなし取得日）
株式会社オルリンクス製薬：2023年12月31日（みなし取得日）

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
株式会社グルプス：2024年２月１日から2024年７月31日まで
株式会社オルリンクス製薬：2024年１月１日から2024年６月30日まで

― 10 ―

2024年09月25日 10時38分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 320,000千円

取得原価 320,000千円
（注）同日付で同一の相手より２社の株式を取得しており、２社の合計で取引価格を決定していることか

ら、取得原価には２社の合計額を記載しております。

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 23,400千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
279,709千円

② 発生原因
株式会社グルプスの今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものであります。

③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

（連結子会社による事業譲受）
当社の連結子会社である株式会社売れる越境EC社は、2024年６月28日開催の取締役会にて、株式会社アク

セスブライトが運営する中国市場をターゲットとした「中国越境EC」に関する全事業の譲り受けを実施するこ
とに関し、同社と事業譲渡契約を締結し、2024年７月１日付で事業譲受を実施いたしました。

(1) 事業譲受の概要
① 譲受先企業の名称及び事業の内容
譲受先企業の名称：株式会社アクセスブライト
事業内容：越境ECに関するサービスの提供

② 事業譲受を行った主な理由
当社は、創業以来健康食品・化粧品業界を中心としたD2C(ネット通販)事業者向けにクラウドサービス
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及びマーケティング支援サービスを提供し、D2C(ネット通販)事業者が当社サービスを活用し、インター
ネット広告の費用対効果を改善し業績を拡大することを目的として事業を展開しておりますが、当社が将
来的に目指す総合的な「ダイレクトマーケティング(売れる広告)支援グループ」となるための手段として、
「海外展開」及び「D2C(ネット通販)サービスに関するノウハウ拡充」が重要と考えており、今回の事業
譲受の目的は「越境EC分野への進出による海外販路の開拓」及び「モール事業のノウハウ拡充」を推進す
ることでございます。

③ 事業譲受日
2024年７月１日

④ 事業譲受の法的形式
現金を対価とする事業譲受

（2）連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間
2024年７月１日から2024年７月31日まで

（3）譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 120,000千円

取得原価 120,000千円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 23,950千円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
116,500千円

② 発生原因
株式会社売れる越境EC社の今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものであります。

③ 償却方法及び償却期間
８年間にわたる均等償却
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（6）事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 −
固定資産 3,500千円
資産合計 3,500千円
流動負債 −
固定負債 −
負債合計 −

（7）事業譲受が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

重要な後発事象に関する注記
(株式取得による完全子会社化)
当社は、2024年８月22日開催の取締役会において、株式会社JCNTの株式を取得して、完全子会社とする

ことを決議いたしました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、株式を取得いたしました。

(1) 株式取得の目的
当社は、創業以来健康食品・化粧品業界を中心として、D2C(ネット通販)事業者向けにクラウドサービス

及びマーケティング支援サービスを提供し、D2C(ネット通販)事業者が当社サービスを活用し、インターネ
ット広告の費用対効果を改善し業績を拡大することを目的として事業を展開しております。
今後の当社成長のためには「既存サービスの強化・利便性の向上」「他業界への事業展開」及び「事業の多

角化」「ノウハウの拡充」が重要と考えており、今般、「情報通信サービス事業」への進出による「事業の多
角化」の実現を目的として株式会社JCNTの全株式を取得することといたしました。

(2) 株式取得の相手先名称
株式会社グラシアス

(3) 被取得企業の名称、事業内容、資本金
被取得企業の名称：株式会社JCNT
事業内容：通信情報機器レンタル、通信事業のコンサルティングサービス
資本金：20,000千円

(4) 取得する株式の数、株式取得価額及び取得後の所有株式数
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取得する株式の数 400株
株式取得価額 220,000千円
取得後の所有株式数 400株（議決権所有の割合 100％）

(5) 支払資金の調達方法
自己資金及び借入金により充当

(6) 株式取得の時期
契約締結日 2024年８月22日
株式取得日 2024年８月22日
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８〜15年
工具、器具及び備品 ５〜15年

（2）無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア ５年

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。なお、当事業年度は支払済みのため、当事業年度末の残高はありません。
（3）株主優待引当金

株主優待制度に基づき発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
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当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。

（1）ネット広告／ランディングページ特化型クラウドサービス
① 売れるD2Cつくーる
D2C(ネット通販)事業者向けにランディングページ特化型のシステムを提供する履行義務を負っており

ます。サービス提供期間にわたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて収益を認識しております。

② 売れるネット広告こんさる
D2C(ネット通販)事業者向けに販売促進や広告戦略の立案等のコンサルティングを行う履行義務を負っ

ております。サービス提供期間にわたり履行義務が充足されるため、契約期間に応じて収益を認識してお
ります。

③ 売れるネット広告でざいん
ランディングページの企画・ディレクション・ライティング・制作を行う履行義務を負っております。

顧客との契約に基づき制作物等を納品し、顧客による検収が完了した時点で履行義務が充足されると判断
して収益を認識しております。

（2）マーケティング支援サービス
顧客期待の広告成果を達成するための最適な広告出稿・広告配信を行い運用するという履行義務を負って

おります。
成果報酬型広告については、顧客との取決めに基づく広告配信成果の達成に応じて履行義務が充足される

ため、成果達成数に応じて従量的に収益を認識しております。
純広告については、広告配信が完了した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。

なお、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず代理人取引に該当すると判断した取引については、
他の当事者が提供する役務と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として
認識しております。

また、いずれにおいても取引の対価は、契約時点若しくは履行義務を充足した時点から、概ね１か月以内
に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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会計上の見積りに関する注記
（関係会社株式の評価）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度末（千円）

関係会社株式 363,400

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は市場価格のない株式であり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。
当該関係会社株式の評価に当たっては、超過収益力を反映した実質価額が著しく低下したときに減損処理

を行います。超過収益力が当事業年度末日において維持されているかは、同社の事業計画及び損益実績を用
いて判定しており、当該判定における主要な仮定は、事業計画上の売上高及び営業利益であります。なお、
当事業年度においては、評価損を計上しておりません。
当該見積りは、将来の経済状況や経営環境の変動等により仮定の見直しが必要となった場合には、翌事業

年度の計算書類において、評価損が発生する可能性があります。

貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 86,458千円

2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権 22,862千円

短期金銭債務 1,158千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 750千円

売上原価 7,696千円

販売費及び一般管理費 1,726千円
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産
減価償却費 2,643千円
税務上の繰延資産 754千円
税務上の繰越欠損金 62,214千円
貸倒引当金 14,832千円
株主優待引当金 928千円
その他 2,707千円

繰延税金資産小計 84,081千円
評価性引当額 △78,210千円
繰延税金資産合計 5,870千円
繰延税金資産純額 5,870千円

関連当事者との取引に関する注記
種類 会社等の名称 議決権等の

所有割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社売れる
越境EC社

直接
100.0％ 役員の兼任 経費等の立替

（注） 22,825 立替金 22,825
（注）経費等の立替は実際の発生額によっております。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 231円12銭
１株当たり当期純損失 66円37銭

重要な後発事象に関する注記
(株式取得による完全子会社化)
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記（株式取得による完全子会社化）」に同一の内容を記載してい

るため、注記を省略しております。
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